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1. 平成30年9月期の業績（平成29年10月1日～平成30年9月30日）

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年9月期 4,607 4.2 468 34.3 473 33.7 297 786.9

29年9月期 4,419 △1.8 349 5.0 354 11.0 33 △83.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年9月期 50.75 ― 8.4 7.3 10.2

29年9月期 5.55 ― 0.9 5.5 7.9

（参考） 持分法投資損益 30年9月期 ―百万円 29年9月期 ―百万円

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年9月期 6,581 3,591 54.6 612.03

29年9月期 6,461 3,467 53.7 590.86

（参考） 自己資本 30年9月期 3,591百万円 29年9月期 3,467百万円

(3) キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年9月期 639 △149 △215 1,103

29年9月期 353 △95 △325 829

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年9月期 ― 12.00 ― 14.00 26.00 154 468.5 4.3

30年9月期 ― 14.00 ― 14.00 28.00 164 55.2 4.7

31年9月期(予想) ― 15.00 ― 14.00 29.00 58.5

3. 平成31年 9月期の業績予想（平成30年10月 1日～平成31年 9月30日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,265 △13.3 184 △48.8 184 △49.2 127 △49.2 21.64

通期 4,620 0.3 433 △7.6 434 △8.4 291 △2.3 49.59



※ 注記事項

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(2) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年9月期 6,710,000 株 29年9月期 6,710,000 株

② 期末自己株式数 30年9月期 841,477 株 29年9月期 841,413 株

③ 期中平均株式数 30年9月期 5,868,557 株 29年9月期 6,051,187 株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料P.3
「１．経営成績等の概況（４）今後の見通しの概況」をご覧下さい。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当事業年度は、当社のコア技術を生かし、シース熱電対・ヒーター・信号ケーブル等の製品を、

火力発電、半導体製造装置やＦＰＤ製造装置及び各種プラント等広範囲にわたり拡販すること、並

びに電磁ポンプを軸とする各種溶融金属機器の充実を図ることに注力してまいりました。

　この結果、売上高は前年同期比4.2％増の46億７百万円となりました。利益面におきましては、

受注内容の変化に対応した生産体制の最適化を図った結果、営業利益は前年同期比34.3％増の４億

６千８百万円、経常利益は前年同期比33.7％増の４億７千３百万円となりました。当期純利益につ

きましても、過年度に納入した原子力のシビアアクシデント対策用の特殊ヒータの不適合により、

損害賠償金、製品不適合対策費が発生しましたが、損害賠償金の全額及び製品不適合対策費の一部

について受取保険金を計上したため損益に与える影響は３千９百万円にとどまり前年同期比786.9

％増の２億９千７百万円となりました。なお、本件につきましては他の製品への波及はなく、全て

の対応も９月までに完了しております。

　セグメント別の概況は、次のとおりであります。

　エネルギー関連事業につきましては、原子力関連製品及び火力発電向け製品とも低調に推移した

ことにより、売上高は前年同期比9.2％減の15億４千万円、セグメント利益（営業利益）は前年同

期比25.7％減の２億１千３百万円となりました。

　産業システム関連事業につきましては、４月以降、半導体製造装置関連製品及びＦＰＤ製造装置

関連製品の一部において在庫調整等の動きがみられたものの、全体的には順調に推移したことによ

り、売上高は前年同期比14.2％増の28億８千４百万円、セグメント利益（営業利益）は前年同期比

27.9％増の５億７千６百万円となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

　総資産は、前事業年度末に比べ１億１千９百万円増加し、65億８千１百万円となりました。これ

は主に売掛金が減少したものの、現金及び預金、原材料及び貯蔵品が増加したことによるものであ

ります。

（負債）

　負債は、前事業年度末に比べ４百万円減少し、29億８千９百万円となりました。これは主に、電

子記録債務等の仕入債務が増加したものの、長期借入金、退職給付引当金が減少したことによるも

のであります。

（純資産）

　純資産は、前事業年度末に比べ１億２千４百万円増加し、35億９千１百万円となりました。これ

は主に、配当金の支払いがあったものの、当期純利益を計上したことによるものであります。

　

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、前事業年度

末に比べ２億７千３百万円増加し、11億３百万円となりました。

　なお、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金の増加は、６億３千９百万円（前年同期は３億５千３百万円の増加）となり

ました。これは主に、たな卸資産の増加（△172百万円）があった一方、税引前当期純利益（434百

万円）の計上及び売上債権の減少（280百万円）並びに減価償却費（180百万円）の計上によるもの

であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金の減少は、１億４千９百万円（前年同期は９千５百万円の減少）となりまし

た。これは主に、有形固定資産の取得による支出（△147百万円）によるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の減少は、２億１千５百万円（前年同期は３億２千５百万円の減少）となり

ました。これは主に、配当金の支払額（△163百万円）によるものであります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成26年９月期 平成27年９月期 平成28年９月期 平成29年９月期 平成30年９月期

自己資本比率 58.7 60.2 57.9 53.7 54.6

時価ベースの自己資本比率 60.2 60.3 57.5 64.1 79.1

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

2.9 80.8 8.2 3.8 2.0

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

24.6 0.9 9.9 26.5 51.2

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※ 営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用しておりま

す。有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。

また、利払いにつきましては、キャッシュ・フローの利息の支払額を使用しております。

（４）今後の見通し

　あらゆるモノがネットでつながる「ＩｏＴ」や人工知能（ＡＩ）の普及で今後も半導体需要は

継続するものと思われます。また、スマートフォンや大型テレビへの搭載が見込まれる有機ＥＬ

パネルの製造装置への投資拡大が期待されるなど、半導体製造装置関連製品及びＦＰＤ製造装置

関連製品は、引き続き堅調に推移するものと思われます。しかしながら、トランプ政権の保護貿

易主義を巡る各国との対立による経済への影響が各方面に出ており、当面は調整局面が続くもの

と思われます。

　一方、従来の核分裂を利用した原子力関連需要につきましては、高速増殖炉関連も含め、今後

も低調に推移せざるを得ない状況でありますが、核融合関連において、液体リチウム等の溶融金

属をブランケット材とする研究開発が進むものと思われます。

　このような状況のもと、当社のコア技術を生かし、シース型の熱電対・ヒーター・信号ケーブ

ル等の製品を、火力発電、半導体製造装置やＦＰＤ製造装置及び各種プラント等広範囲にわたり

拡販すること、並びに電磁ポンプを軸とする各種溶融金属機器の充実を図り、自動車生産設備向

けアルミ鋳造関連製品及び核融合関連製品等の受注確保に注力してまいります。

　次期の業績見通しといたしましては、売上高46億２千万円、営業利益４億３千３百万円、経常

利益４億３千４百万円、当期純利益２億９千１百万円と予想しております。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を最重要課題の一つとして位置づけており、毎期の業績、

財政状態を勘案しつつ、優先的に安定した年２回の剰余金の配当を継続して実施していくことを基

本方針としております。

　上記方針のもと、当期の期末配当につきましては、１株当たり14円とし、中間配当14円と合わ

せ、年間配当は前期から２円増配の28円を予定しております。

　なお、次期の配当につきましては、中間配当を前期より１円増配の15円とし、期末配当14円と合

わせ、年間配当は前期より１円増配の29円を予定しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　財務諸表は、会社法上の分配可能額の計算や法人税法上の課税所得の計算においても利用されるこ

とを鑑み、当社は会計基準につきましては日本基準を適用しております。
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成29年９月30日)

当事業年度
(平成30年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 829,702 1,103,533

受取手形 176,940 116,993

電子記録債権 263,072 321,230

売掛金 1,613,743 1,335,088

商品及び製品 182,043 213,212

仕掛品 337,290 353,170

原材料及び貯蔵品 371,819 497,387

前払費用 11,436 10,905

繰延税金資産 50,154 49,398

その他 30,058 6,082

貸倒引当金 △1,579 ―

流動資産合計 3,864,684 4,007,002

固定資産

有形固定資産

建物 2,515,724 2,459,623

減価償却累計額 △1,888,045 △1,863,085

建物（純額） 627,679 596,538

構築物 239,122 239,122

減価償却累計額 △201,201 △206,100

構築物（純額） 37,920 33,022

機械及び装置 1,903,587 1,980,693

減価償却累計額 △1,686,835 △1,729,566

機械及び装置（純額） 216,751 251,126

車両運搬具 7,707 7,707

減価償却累計額 △7,504 △7,580

車両運搬具（純額） 203 126

工具、器具及び備品 241,274 242,335

減価償却累計額 △216,434 △223,585

工具、器具及び備品（純額） 24,840 18,749

土地 854,844 854,844

リース資産 36,294 36,294

減価償却累計額 △20,890 △28,149

リース資産（純額） 15,403 8,144

建設仮勘定 2,382 11,546

有形固定資産合計 1,780,026 1,774,098

無形固定資産

借地権 29,919 29,919

ソフトウエア 7,296 6,234

無形固定資産合計 37,216 36,154
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(単位：千円)

前事業年度
(平成29年９月30日)

当事業年度
(平成30年９月30日)

投資その他の資産

投資有価証券 399,847 401,065

出資金 90 90

長期貸付金 102,000 97,000

従業員に対する長期貸付金 135 ―

長期前払費用 8,794 7,634

保険積立金 94,241 98,881

繰延税金資産 154,006 139,199

その他 20,359 20,186

投資その他の資産合計 779,474 764,057

固定資産合計 2,596,717 2,574,310

資産合計 6,461,401 6,581,313

負債の部

流動負債

支払手形 265,758 239,650

電子記録債務 130,957 192,730

買掛金 227,057 243,759

短期借入金 840,000 640,000

1年内返済予定の長期借入金 36,048 25,336

リース債務 7,839 7,664

未払金 34,388 65,381

未払費用 174,306 177,495

未払法人税等 62,318 90,204

未払消費税等 42,889 31,391

前受金 5,345 ―

預り金 18,811 17,609

前受収益 1,918 1,859

賞与引当金 75,582 76,967

設備関係支払手形 15,541 9,169

流動負債合計 1,938,761 1,819,219

固定負債

社債 400,000 600,000

長期借入金 48,716 23,380

リース債務 8,796 1,131

退職給付引当金 236,732 205,537

役員退職慰労引当金 351,687 331,875

資産除去債務 8,100 8,100

その他 1,066 355

固定負債合計 1,055,097 1,170,379

負債合計 2,993,859 2,989,599
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(単位：千円)

前事業年度
(平成29年９月30日)

当事業年度
(平成30年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 921,100 921,100

資本剰余金

資本準備金 1,164,236 1,164,236

その他資本剰余金 73 73

資本剰余金合計 1,164,309 1,164,309

利益剰余金

利益準備金 138,000 138,000

その他利益剰余金

別途積立金 1,350,000 1,350,000

繰越利益剰余金 347,723 481,221

利益剰余金合計 1,835,723 1,969,221

自己株式 △510,578 △510,651

株主資本合計 3,410,554 3,543,979

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 56,988 47,735

評価・換算差額等合計 56,988 47,735

純資産合計 3,467,542 3,591,714

負債純資産合計 6,461,401 6,581,313
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成28年10月１日
　至 平成29年９月30日)

当事業年度
(自 平成29年10月１日
　至 平成30年９月30日)

売上高 4,419,554 4,607,036

売上原価

製品期首たな卸高 29,389 25,006

当期製品製造原価 3,227,593 3,375,168

合計 3,256,983 3,400,175

製品期末たな卸高 25,006 23,351

売上原価合計 3,231,976 3,376,823

売上総利益 1,187,577 1,230,212

販売費及び一般管理費 838,545 761,553

営業利益 349,032 468,659

営業外収益

受取利息 2,650 2,748

有価証券利息 1,653 1,170

受取配当金 5,428 6,577

投資有価証券売却益 765 6,593

固定資産賃貸料 2,670 2,439

貸倒引当金戻入額 3,600 1,579

その他 3,808 7,616

営業外収益合計 20,576 28,724

営業外費用

支払利息 11,492 10,267

社債利息 1,837 2,338

社債発行費 ― 7,900

その他 1,893 2,896

営業外費用合計 15,223 23,403

経常利益 354,385 473,979

特別利益

受取保険金 ― 291,173

特別利益合計 ― 291,173

特別損失

損害賠償金 ― 281,173

製品不適合対策費 ― 49,086

減損損失 31,460 ―

役員退職慰労引当金繰入額 296,035 ―

特別損失合計 327,495 330,260

税引前当期純利益 26,889 434,892

法人税、住民税及び事業税 77,818 117,459

法人税等調整額 △84,510 19,616

法人税等合計 △6,691 137,075

当期純利益 33,581 297,817
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成28年10月１日 至 平成29年９月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 921,100 1,164,236 73 1,164,309 138,000 1,350,000 453,701 1,941,701

当期変動額

剰余金の配当 △139,559 △139,559

当期純利益 33,581 33,581

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― △105,977 △105,977

当期末残高 921,100 1,164,236 73 1,164,309 138,000 1,350,000 347,723 1,835,723

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本合

計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △367,354 3,659,756 2,991 2,991 3,662,748

当期変動額

剰余金の配当 △139,559 △139,559

当期純利益 33,581 33,581

自己株式の取得 △143,224 △143,224 △143,224

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

53,996 53,996 53,996

当期変動額合計 △143,224 △249,202 53,996 53,996 △195,205

当期末残高 △510,578 3,410,554 56,988 56,988 3,467,542
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当事業年度(自 平成29年10月１日 至 平成30年９月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 921,100 1,164,236 73 1,164,309 138,000 1,350,000 347,723 1,835,723

当期変動額

剰余金の配当 △164,319 △164,319

当期純利益 297,817 297,817

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― 133,497 133,497

当期末残高 921,100 1,164,236 73 1,164,309 138,000 1,350,000 481,221 1,969,221

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本合

計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △510,578 3,410,554 56,988 56,988 3,467,542

当期変動額

剰余金の配当 △164,319 △164,319

当期純利益 297,817 297,817

自己株式の取得 △72 △72 △72

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△9,253 △9,253 △9,253

当期変動額合計 △72 133,424 △9,253 △9,253 124,171

当期末残高 △510,651 3,543,979 47,735 47,735 3,591,714
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成28年10月１日
　至 平成29年９月30日)

当事業年度
(自 平成29年10月１日
　至 平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 26,889 434,892

減価償却費 179,540 180,452

減損損失 31,460 ―

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,600 △1,579

賞与引当金の増減額（△は減少） 283 1,385

退職給付引当金の増減額（△は減少） △27,122 △31,194

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 351,687 △19,812

受取利息及び受取配当金 △9,732 △10,496

支払利息及び社債利息 13,330 12,606

有形固定資産除売却損益（△は益） 37 1,480

売上債権の増減額（△は増加） △25,878 280,444

たな卸資産の増減額（△は増加） △70,237 △172,617

仕入債務の増減額（△は減少） △43,771 52,368

投資有価証券売却損益（△は益） △25 △6,593

損害賠償損失 ― 281,173

製品不適合対策費 ― 49,086

受取保険金 ― △291,173

その他の資産の増減額（△は増加） △52,662 19,305

その他の負債の増減額（△は減少） 44,673 △16,175

その他 △4,905 △6,536

小計 409,965 757,017

利息及び配当金の受取額 9,739 10,500

利息の支払額 △13,349 △12,479

保険金の受取額 ― 291,173

損害賠償金等の支払額 ― △330,260

法人税等の支払額 △58,280 △85,667

その他 5,388 9,091

営業活動によるキャッシュ・フロー 353,463 639,375

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △74,760 △64,703

投資有価証券の売却及び償還による収入 70,025 56,772

有形固定資産の取得による支出 △96,884 △147,171

無形固定資産の取得による支出 △2,700 △1,608

貸付金の回収による収入 9,090 6,899

投資活動によるキャッシュ・フロー △95,230 △149,811

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 2,600,000 2,200,000

短期借入金の返済による支出 △2,600,000 △2,400,000

長期借入金の返済による支出 △36,048 △36,048

社債の発行による収入 ― 192,100

自己株式の取得による支出 △143,224 △72

配当金の支払額 △138,277 △163,873

その他 △7,839 △7,839

財務活動によるキャッシュ・フロー △325,389 △215,733

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △67,156 273,830

現金及び現金同等物の期首残高 896,859 829,702

現金及び現金同等物の期末残高 829,702 1,103,533
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、受注別の包括的事業戦略を立案可能な管理体制とし、事業活動を展開しております。従いまして、当社は、

「エネルギー関連事業」、「産業システム関連事業」の２つを報告セグメントとしております。

各報告セグメントの概要は次のとおりであります。

　(1) エネルギー関連事業……… 主要な製品は、原子力・火力発電所の温度制御関係及び研究機関の安全性確証試験
装置に使用されています。

　(2) 産業システム関連事業…… 主要な製品は、鉄鋼・自動車・半導体・液晶等の製造装置の「熱と計測」に関する
部分に広く使用されております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。報

告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

なお、セグメント間の内部売上高及び振替高はありません。

　

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度(自 平成28年10月１日 至 平成29年９月30日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

財務諸表
計上額
（注）３エネルギー

関連事業
産業システ
ム関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 1,696,044 2,526,100 4,222,144 197,409 4,419,554 ― 4,419,554

セグメント間の
　内部売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 1,696,044 2,526,100 4,222,144 197,409 4,419,554 ― 4,419,554

セグメント利益(注３) 286,664 450,899 737,563 15,447 753,011 △403,979 349,032

セグメント資産 2,015,926 2,954,872 4,970,798 84,130 5,054,929 1,406,472 6,461,401

その他の項目

減価償却費 62,862 91,293 154,156 2,795 156,951 22,588 179,540

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

64,332 126,871 191,203 575 191,778 ― 191,778

　
(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲食店の経営等を含んでおりま

す。

２ 調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△403,979千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額、その他の項目の減価償却費の調整額は全社資産に係るものであります。

３ セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当事業年度(自 平成29年10月１日 至 平成30年９月30日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

財務諸表
計上額
（注）３エネルギー

関連事業
産業システ
ム関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 1,540,820 2,884,333 4,425,154 181,882 4,607,036 ― 4,607,036

セグメント間の
　内部売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 1,540,820 2,884,333 4,425,154 181,882 4,607,036 ― 4,607,036

セグメント利益(注３) 213,006 576,516 789,522 7,672 797,194 △328,535 468,659

セグメント資産 1,796,053 3,050,222 4,846,275 74,222 4,920,498 1,660,815 6,581,313

その他の項目

減価償却費 58,865 98,506 157,371 2,154 159,526 20,925 180,452

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

47,634 117,443 165,078 480 165,558 220 165,778

　
(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲食店の経営等を含んでおりま

す。

２ 調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△328,535千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額、その他の項目の減価償却費の調整額は全社資産に係るものであります。

３ セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日)

当事業年度
(自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日)

１株当たり純資産額 590.86円 １株当たり純資産額 612.03円

１株当たり当期純利益金額 5.55円 １株当たり当期純利益金額 50.75円

　
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成29年９月30日)
当事業年度

(平成30年９月30日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 3,467,542 3,591,714

普通株式にかかる純資産額（千円） 3,467,542 3,591,714

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当たり
純資産額の算定に用いられた普通株式に係る事
業年度末の純資産額との差額（千円）

― ―

普通株式の発行済株式数（株） 6,710,000 6,710,000

普通株式の自己株式数（株） 841,413 841,477

１株当たり純資産額額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

5,868,587 5,868,523

３ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日)

当事業年度
(自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益金額（千円） 33,581 297,817

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 33,581 297,817

普通株式の期中平均株式数（株） 6,051,187 5,868,557
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(重要な後発事象)

（資本準備金の額の減少及び自己株式の消却）

社は、平成30年11月８日開催の取締役会において、平成30年12月20日開催予定の第81期定時株主総会に、「資本準

備金の額の減少の件」を付議することを決議いたしました。また、本議案が承認可決されることを条件として、会

社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却することを決議いたしました。

１．本件の目的

平成30年９月30日現在当社が保有する自己株式の一部を消却することにより、資本効率の向上及び発行済株式

の総数の減少を通じて株主利益の増大を図ることを目的としております。自己株式の消却にあたっては、その他

資本剰余金からの振替となるため、資本準備金の額の減少を行うものであります。

２．資本準備金の額の減少の要領

(1) 減少する資本準備金の額

資本準備金の額1,164,236,000円を511,000,000円減少して、653,236,000円といたします。

(2) 資本準備金の額の減少の方法

資本準備金減少額の全額をその他資本剰余金に振り替えることといたします。

３．資本準備金の額の減少の日程

(1) 取締役会決議日 平成30年11月８日

(2) 債権者異議申述公告 平成30年11月16日（予定）

(3) 債権者異議申述最終期日 平成30年12月17日（予定）

(4) 定時株主総会決議日 平成30年12月20日（予定）

(5) 効力発生日 平成30年12月20日（予定）

４．自己株式の消却の要領

① 消却する株式の種類 当社普通株式

② 消却する株式の総数 840,000株（消却前の発行済株式総数に対する割合12.54％）

③ 消却日 平成30年12月20日（予定）

　※ 上記見込みは、平成30年９月30日現在の自己株式を基準に算出しております。

５．今後の見通し

資本準備金の額の減少は、純資産の部における勘定科目間の振替処理であり、当社の純資産額の変動はなく、

業績に与える影響はありません。なお、自己株式の消却につきましては、平成30年12月20日開催予定の第81期定

時株主総会において、「資本準備金の額の減少の件」が承認可決されることを条件に行うものといたします。

６．その他の重要な事項

消却後の発行済株式総数 5,870,000株

消却後の自己株式総数（見込み※） 1,477株

※上記見込みは、平成30年９月30日現在の自己株式数を基準に算出しております。
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４．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

① 生産実績

当事業年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(千円) 前期比(％)

エネルギー関連 1,691,971 101.6

産業システム関連 2,917,142 109.2

その他 4,268 99.8

合計 4,613,382 106.3

　
(注) １ その他のうち飲食店は記載しておりません。

２ 金額は、販売価格によっております。

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

② 受注実績

当事業年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前期比(％) 受注残高(千円) 前期比(％)

エネルギー関連 1,889,712 104.6 1,317,091 136.0

産業システム関連 2,833,575 102.5 910,377 94.7

その他 4,268 97.0 ― ―

合計 4,727,556 103.3 2,227,469 115.5

　
(注) １ その他のうち飲食店は、一般消費者へ直接販売する飲食事業を行っておりますので、記載しておりません。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

③ 販売実績

当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前期比(％)

エネルギー関連 1,540,820 90.8

産業システム関連 2,884,333 114.2

その他 181,882 92.1

合計 4,607,036 104.2

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合

相手先

前事業年度 当事業年度

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱シンワバネス 442,045 10.0 605,952 13.2

　
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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